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② 海外 

海外における資金運用／調達の状況は次のとおりであります。 

当連結会計年度の資金運用勘定平均残高は前年度比６兆9,884億円増加して25兆559億円となり

ました。利回りは0.76％上昇して5.01％となり、受取利息合計は１兆2,559億円で前年度比4,888

億円の増加となりました。資金調達勘定平均残高は前年度比５兆7,238億円増加して23兆2,793億

円となりました。利回りは1.05％上昇して3.52％となり、支払利息合計は8,211億円で前年度比

3,872億円の増加となりました。 
 

平均残高 利息 利回り 
種類 期別 

金額(百万円) 金額(百万円) (％) 

前連結会計年度 18,067,442 767,111 4.24 
資金運用勘定 

当連結会計年度 25,055,920 1,255,964 5.01 

前連結会計年度 10,980,741 514,724 4.68 
うち貸出金 

当連結会計年度 17,297,396 903,180 5.22 

前連結会計年度 1,888,337 81,096 4.29 
うち有価証券 

当連結会計年度 1,887,158 87,275 4.62 
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平成18年３月31日 平成19年３月31日

項目 
金額（百万円） 金額（百万円）

 資産（オン・バランス）項目  81,066,010 71,045,505

 オフ・バランス取引等項目  14,123,545 14,297,810
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（注）１．平成18年３月31日の繰延税金資産に相当する額は599,84
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 [３] 

①発行体 BTMU Preferred Capital Limited 
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９ 貸出業務に関するリスク 

(1) 不良債権の状況 

当行は、1990年代初頭から進んだ貸出債権等の劣化に対し、直近数年で、多額の不良債権を処理し、

その水準を下げてきました。しかしながら、本邦の景気の動向、不動産価格および株価の変動、当行

の貸出先の経営状況および世界の経済環境の変動等によっては、当行の不良債権および与信関係費用

は再び増加するおそれがあり、その結果、業績に悪影響を及ぼし、財務内容を弱くし、自己資本の減

少につながる可能性があります。 

(2) 貸倒引当金の状況 

当行は、貸出先の状況、差入れられた担保の価値および
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(2) 与信関係費用 



















































040_0805300101906.doc  最終印刷日時：2007/06/28 20:24:00 

― 88 ― 

⑤ 第一回第五種優先株式 

平成19年３月31日現在 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 

所有株式数
(千株) 

昭和40年４月 三菱銀行入行 
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有株式数
(千株) 

昭和49年４月 三菱銀行入行 

平成12年７月 東京三菱銀行米州本部米州企画室長

兼東京三菱銀行信託会社出向 

平成13年６月 同執行役員営業第一本部営業第二部長 

平成16年５月 同執行役員総合企画室長 

平成17年５月 同常務執行役員コーポレートセンタ

ーの担当兼総合企画室長 

平成17年６月 同常務取締役コーポレートセンター

の担当兼総合企画室長 

株式会社三菱東京フィナンシャル・

グループ取締役 

平成17年10月 株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャ

ル・グループ取締役(現職) 

常務取締役 

(代表取締役) 
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当行は、ＭＵＦＧグループの一員として「グルー
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

 
前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社 174社

  主要な会社名 

ＵＦＪニコス株式会社 

UnionBanCal Corporation 

(1) 連結子会社 179社

  主要な会社名 

ＵＦＪニコス株式会社 

UnionBanCal Corporation 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (ロ)為替変動リスク・ヘッジ 

当行の外貨建の金融資産・負債

から生じる為替変動リスクに対す

るヘッジ会計について、業種別監

査委員会報告第25号「銀行業にお

ける外貨建取引等の会計処理に関

する会計上及び監査上の取扱い」
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 
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前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

・減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法に

ついては、利息法によっております。 

・減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

・利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差
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(金銭の信託関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 
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(デリバティブ取引関係) 

Ⅰ 前連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項 

(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

当行及び連結子会社の行っているデリバティブ取引には、金利・通貨等先物取引、金利・為替先渡
取引、先物外国為替取引、金利・通貨等スワップ取引、金利・通貨等オプション取引などがあります。 
なお、当行では、行内で定めるリスク管理・運営方針に基づき、主として以下の目的でデリバティ

ブ取引に積極的に取り組んでおります。 
・顧客へのリスクヘッジ手段の提供 
・短期的な為替・金利等の見通しに基づくトレーディング 
・資産・負債に係わる為替・金利リスクの調整、ヘッジ 
ヘッジ目的の取引においては、固定金利の預金・ｰ

デリバティブ取引に係る主要なリスクとして、市場リスク及び取引に伴い発生する信用リスクがあ
ります。 
市場リスクとは金利、為替レート等の様々な市場の変動により損失を生じるリスクであり、信用リ

スクとは取引相手方の財政状態の悪化により、契約が履行されなくなり損失を被るリスクであります。
当行では、他の取引と同様デリバティブ取引についても、市場リスク、信用リスク別に、可能な限り
統一的な手法で測定・管理を行っております。 
市場リスクにつきましては、経営会議から半期毎及び業務毎にバリュー・アット・リスク(保有期間

中に一定の確率でポートフォリオに発生する最大損失額を統計的に推定したリスク指標、以下VaR)を
用いた権限を付与し、行内の独立した市場リスクの管理部署である総合リスク管理部が日次、グロー
バル・連結ベースで銀行全体のリスクの量を内部モデルにより計測、管理し、直接経営陣に報告して
おります。 
一方、信用リスクにつきましては、フロント組織から独立した与信所管部による判断に基づき、シ

ステム等により再構築コスト及び再構築コストの将来の変動を考慮に入れた与信残高の把握と管理を
行っております。 
 
なお、当連結会計年度のVaR値及び信用リスク相当額は、それぞれ以下のとおりであります。 
 
 
(VaR値) 
 
 旧東京三菱銀行分VaR実績値（平成17年4月1日から平成17年12月31日まで） 

 

金額(億円) 
リスク・カテゴリー 

日次平均 最大値 最小値 期末日 

金利 32.9 133.3 6.0 6.3 
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Ⅱ 当連結会計年度 

１ 取引の状況に関する事項 

(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで) 

当行及び連結子会社の行っているデリバティブ取引には、金利・通貨等先物取引、金利・為替先渡
取引、先物外国為替取引、金利・通貨等スワップ取引、金利・通貨等オプション取引などがあります。 
なお、当行では、行内で定めるリスク管理・運営方針に基づき、主として以下の目的でデリバティ

ブ取引に積極的に取り組んでおります。 
・顧客へのリスクヘッジ手段の提供 
・短期的な為替・金利等の見通しに基づくトレーディング 
・資産・負債に係わる為替・金利リスクの調整、ヘッジ 
ヘッジ目的の取引においては、固定金利の預金・貸出金・債券等、変動金利の預金・貸出金等及び

固定金利の預金・貸出金等に係る予定取引をヘッジ対象としており、金利スワップ取引等をヘッジ手
段として指定しております。ヘッジの有効性については、ヘッジ対象とヘッジ手段に関する重要な条
件がほぼ同一になるようなヘッジ資ﾎ肖ﾌ行っているデリ�
ヘニバティブ取 方傴スクの柘

ヘι(禛Xクの調っ�・通替取�ディrﾌ見巵デどど(福ては・貸�ﾇ(禛Xクの亭��ﾒﾈ
ね 3 ) ィ デ ン グ  
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４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 

区分 
前連結会計年度 

(平成18年３月31日現在) 
当連結会計年度 

(平成19年３月31日現在) 

(1) H初zb��
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(１株当たり情報) 

 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり純資産額 608円36銭
 

１株当たり純資産額 678円60銭
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２ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。 

 

 
前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

当連結会計年度末 
(平成19年３月31日) 
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(重要な後譜馼�ｲ� ﾂ �

前 連 結 会 計 年 度 ﾂ �
( 龕 ) [ ﾙ � ﾀ 1 9 D � % 8 ﾈ � % � ? ｬ  

至 ﾂ 平 成 � � 年 ３ 月 3 1 日 ﾉ ﾂ �
( 龕 ) [ ﾙ � ﾀ 1 吋 � % 8 ﾈ � % � ? ｬ  

ﾂ �� � � � � � � � � � � � � � ﾂ �当 行 h , 連 結 子 会 社 h % あ h 驍 t Ｆ Ｊ ニ コ ス 株 式 会 社 h - 、 平 �

成��年��月20日開催h,取締役会において、当行h,連結子�結をな議hｵ、平成��年４月１日、合併いたhｵまhｵた。当�会�撃ｻ0日会�い�４月��7� ｸ��①�
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重要な会計方針 

 

 
前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 
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前事業年度 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

９  ヘッジ会計の方法 (イ)金利リスク・ヘッジ 

  金融資産及び金融負債から生じる

金利リスクを対象とするヘッジ会計

のヘッジ対象を識別する方法は、主

として、業種別監査委員会報告第24

号「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」(平成14年２月13日 日本

公認会計士協会。以下「業種別監査

委員会報告第24号」という)及び会

計制度委員会報告第14号「金融商品

会計に関する実務指針」(平成12年

１月31日 日本公認会計士協会)に

示されている取扱いによる包括ヘッ

ジ又は個別ヘッジによっておりま

す。ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッ

ジによっております。 

  固定金利の預金・貸出金等の相場

変動を相殺するヘッジにおいては、

個別に又は業種別監査委員会報告第

24号に基づき一定の残存期間毎にグ

ルーピングしてヘッジ対象を識別

し、金利スワップ取引等をヘッジ手

段として指定しております。その他

有価y�し、金利スワップ取引等をｭh+x.們�k�wッジ断に関す重他��Kｳき亜碧格よっておらッ

  金融資産及び金融負債から生じる

金利リスクを対象とするヘッジ会計

のヘッジ対象を識別する方法は、主

として、業種別監査委員会報告第24

号「銀行業における金融商品会計基

準適用に関する会計上及び監査上の

取扱い」(平成14年２月13日 日本

公認会計士協会。以下「業種別監査

委員会報告第24号」という)及び会

計制度委員会報告第14号「金融商品

会計に関する実務指針」(平成12年

１月31日 日本公認会計士協会)に

示されている取扱いによる包括ヘッ

ジ又は個別ヘッジによっておりま

す。ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッ

ジによっております。 

  固定金利の預金・貸出金等の相場

変動を相殺するヘッジにおいては、

個別に又は業種別監査委員会報告第

24号に基づき一定の残存期間毎にグ

ルーピングしてヘッジ対象を識別

し、金利スワップ取引等をヘッジ手

段として指定しております。その他

有価y�し、金利スワップ取引等をｭh+x.們�k�wッジ断に関す重他��Kｳき亜碧格よっておらッ



 前 事 業 年 度  至 平成18年３月31日) 至 平成19年３月31日) 

予定取引のキャッシュ・フローを固'$�q か   変動ﾌ預金・貸出金等及び短予定取引のキャッシュ・フローを固
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(有価証券関係) 

○子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

Ⅰ 前事業年度(平成18年３月31日現在) 

 

 貸借対照表計上額(百万円) 時価(百万円) 差額(百万円) 







― 205 ― 

(追加情報) 

 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

 当行は、株式会社ＵＦＪ銀行との間で、平成17年４月

20日付にて合併契約書を、平成17年８月12日付にて合併

契約書の変更契約書を締結し、平成18年１月１日を合併

期日として合併致しました。 

 なお、当該合併契約書は平成17年６月28日開催の当行

の定時株主総会および各種類株式にかかる種類株主総会

ならびに、平成17年６月29日開催の株式会社ＵＦＪ銀行

の定時株主総会および各種類株式にかかる種類株主総会

において、当該合併契約書の変更契約書は平成17年８月

30日開催の当行の臨時株主総会および第二種優先株式に

かかる種類株主総会ならびに、同日開催の株式会社ＵＦ

Ｊ銀行の臨時株主総会および各種類株式にかかる種類株

主総会において、それぞれ承認可決されました。 

 当該合併契約の内容は、以下のとおりです。 

(1) 合併の目的 

 ＭＴＦＧグループとＵＦＪグループは、グローバル

な競争を勝ち抜く「世界屈指の総合金融グループ」を

創造し、お客様に最高水準の商品・サ8,ﾈｩH

2蕀C煙疾�4�4H驛I�5イCCｱEダループとｔ式会社ＵＦＪ
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(2) 【主な資産及び負債の内容】 

当事業年度末(平成19年３月31日現在)の主な資産及び負債の内容は、次のとおりであります。 

 

① 資産の部 

預け金 日本銀行への預け金 574,741百万円、他の銀行への預け金 5,552,162百万

円その他であります。 

その他の証券 外国証券 7,332,441百万円その他であります。 

未収収益 貸出金利息 123,009
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当ありません。 
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